
国立大学法人等の中期目標変更原案について 

１法人から中期目標変更の意見があり、変更内容については以下のとおり。 

〇 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 １法人 

・国際卓越研究大学に認定されたことに伴う変更 １法人

（東京科学大学）

 資料Ⅰ 
国立大学法人評価委員会
総会（第 80回）R8.3.3 
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国立大学法人等の中期目標変更原案について 

○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 １法人

・国際卓越研究大学に認定されたことに伴う変更 １法人

番
号

法
人
名 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

28 

東
京
科
学
大
学 

（前文）法人の基本的な目標 

（省略） 

 第４期中期目標期間においては、両大学の

掲げていた目標を達成するとともに、大学の

実質的な組織融合を迅速に果たし、国際的に

卓越した大学となるための基礎を確立する。

研究においては、社会の課題解決や世界を豊

かにするために必要な研究領域の抽出や分析

を担う組織を設置するとともに、これらの研

究に焦点を当てるディシプリン横断型のビジ

ョン実現融合研究組織を立ち上げる。かかる

基盤の上で、多彩な学問領域が融合するコン

バージェンスサイエンスを展開し、新学術や

新産業の創成や、感染症・カーボンニュート

ラルなどの社会課題への対応に挑戦する。教

育においては、教養教育の充実、教育の国際

化を進めるとともに、新大学の特色として、

融合研究組織をベースにした大学院生向けカ

リキュラムの充実や医歯理工共修を図る。ガ

バナンスにおいては、世界標準のガバナンス

体制を構築し、自由・フラット・Diversity E

quity and Inclusionを揺るぎない価値観とす

る文化を醸成する。また、社会の求める研究

成果の還元によって得られる収益などを、研

究開発・人材育成に再投資する財務基盤の整

備を行う。これらの取り組みを着実に実現し

ていくことで、世界トップクラスの大学に発

展させていきたい。 

（前文）法人の基本的な目標 

（省略） 

 第４期中期目標期間においては、両大学の

掲げていた目標を達成するとともに、大学の

実質的な組織融合を迅速に果たし、国際卓越

研究大学としての基礎を確立する。研究にお

いては、社会の課題解決や世界を豊かにする

ために必要な研究領域の抽出や分析を担う組

織を設置するとともに、これらの研究に焦点

を当てるディシプリン横断型のビジョン実現

融合研究組織を立ち上げる。かかる基盤の上

で、多彩な学問領域が融合するコンバージェ

ンスサイエンスを展開し、新学術や新産業の

創成や、感染症・カーボンニュートラルなど

の社会課題への対応に挑戦する。教育におい

ては、教養教育の充実、教育の国際化を進め

るとともに、新大学の特色として、融合研究

組織をベースにした大学院生向けカリキュラ

ムの充実や医歯理工共修を図る。ガバナンス

においては、世界標準のガバナンス体制を構

築し、自由・フラット・Diversity Equity an

d Inclusionを揺るぎない価値観とする文化を

醸成する。また、社会の求める研究成果の還

元によって得られる収益などを、研究開発・

人材育成に再投資する財務基盤の整備を行う

。これらの取り組みを着実に実現していくこ

とで、国際卓越研究大学として世界トップク

ラスの大学に発展させていく。

・国際卓越研究

大学の認定、国際

卓越研究大学研

究等体制強化計

画の認可に伴う

変更。
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  国立大学法人等の中期計画変更案について 

５３法人から中期計画変更案の提出があり、変更内容については以下のとおり。 

＜中期計画本文の変更＞ 
〇 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 ２法人 

・国際卓越研究大学の認定に伴う別紙予算、収支計画、資金計画の変更 １法人 

（東京科学大学） 

・大学・高専機能強化支援事業の選定に伴う変更 １法人

（京都大学） 

〇 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 １０法人 
（北海道教育大学、筑波大学、千葉大学、長岡技術科学大学、愛知教育大学、 
京都大学、神戸大学、九州大学、佐賀大学、熊本大学） 

〇 その他の変更 ６法人 

・学内組織・制度等の名称決定等に伴う変更 ６法人
（埼玉大学、東京外国語大学、東京科学大学、一橋大学、富山大学、熊本大学）

＜中期計画別表の変更＞ 

〇 教育研究組織の設置等に伴う変更 ４６法人 

・教育研究組織の設置・改組に伴う変更 ４６法人
（弘前大学、東北大学、秋田大学、山形大学、茨城大学、筑波大学、宇都宮大学、

群馬大学、埼玉大学、千葉大学、東京大学、東京芸術大学、東京科学大学、 
電気通信大学、新潟大学、富山大学、金沢大学、福井大学、山梨大学、信州大学、 
浜松医科大学、三重大学、滋賀医科大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、 
鳥取大学、島根大学、岡山大学、広島大学、山口大学、徳島大学、香川大学、 
愛媛大学、高知大学、九州大学、九州工業大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、 
大分大学、鹿児島大学、琉球大学、東海国立大学機構、北海道国立大学機構、 
奈良国立大学機構） 

〇 共同利用・共同研究拠点等の認定・改組等に伴う変更 ６法人 

（北海道大学、岩手大学、東北大学、筑波大学、京都大学、広島大学） 

3



国立大学法人等の中期計画変更案について 

＜中期計画本文の変更＞ 

○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 ２法人

・国際卓越研究大学の認定に伴う別紙予算、収支計画、資金計画の変更 １法人

番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

28 

東

京

科

学

大

学 

別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 

１．予算 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授

与機構施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検

定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及

び寄附金収入等 

長期借入金収入 

計 

207,623 

1,894 

0 

390 

277,580 

56,002 

213,697 

0 

7,881 

121,234 

18,868 

627,589 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及

び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

計 

470,403 

271,506 

198,897 

21,152 

0 

121,234 

14,800 

627,589 

[人件費の見積り] 

   中期目標期間中総額273,554百万円を支出

する。（退職手当は除く。） 

注）人件費の見積りについては、令和５年度

以降は令和４年度の人件費見積り額を

踏まえ試算している。 

注）退職手当については、国立大学法人東京

科学大学職員退職手当規程に基づいて

支給することとするが、運営費交付金と

別紙 予算（人件費の見積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 

１．予算 

令和４年度～令和９年度 予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援・学位授

与機構施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検

定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及

び寄附金収入等 

国際卓越研究大学研究

等体制強化助成 

長期借入金収入 

計 

207,623 

1,894 

0 

390 

277,580 

56,002 

213,697 

0 

7,881 

121,234 

28,756 

18,868 

656,345 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及

び寄附金事業費等 

国際卓越研究大学研究

等体制強化助成事業費 

長期借入金償還金 

計 

470,403 

271,506 

198,897 

21,152 

0 

121,234 

28,756 

14,800 

656,345 

[人件費の見積り] 

   中期目標期間中総額281,702百万円を支出

する。（退職手当は除く。） 

注）人件費の見積りについては、令和５年度

以降は令和４年度の人件費見積り額を

踏まえ試算している。 

注）退職手当については、国立大学法人東京

科学大学職員退職手当規程に基づいて

支給することとするが、運営費交付金と

国際卓越研

究大学の認

定、国際卓越

研究大学研究

等体制強化計

画の認可に伴

う予算（人件

費の見積りを

含む。）、収

支計画及び資

金計画の変更 
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して措置される額については、各事業年

度の予算編成過程において国家公務員

退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮し

ていない。 

（省略） 

２．収支計画 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

純利益（損失） 

総利益（損失） 

604,641 

604,641 

555,538 

82,884 

83,945 

102,203 

2,349 

130,175 

153,982 

9,296 

1,364 

0 

38,443 

0 

613,568 

613,568 

203,084 

42,025 

6,082 

1,339 

213,697 

102,203 

16,782 

154 

20,474 

7,728 

0 

8,927 

8,927 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費

及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研

究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院における

借入金返済額（建物、診療機器等の整備の

ための借入金）が、対応する固定資産の減

価償却費よりも大きいため発生する会計

上の観念的な利益を計上している。 

して措置される額については、各事業年

度の予算編成過程において国家公務員

退職手当法に準じて算定される。 

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮し

ていない。 

（省略） 

２．収支計画 

令和４年度～令和９年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

国際卓越研究大学研

究等体制強化助成収

益 

財務収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

純利益（損失） 

大学運営基金組入額 

総利益（損失） 

626,467 

626,467 

577,364 

96,563 

83,945 

102,203 

2,349 

134,061 

158,243 

9,296 

1,364 

0 

38,443 

0 

642,324 

642,324 

203,084 

42,025 

6,082 

1,339 

213,697 

102,203 

16,782 

28,756 

154 

20,474 

7,728 

0 

15,857 

6,930 

8,927 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費

及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研

究収益及び共同事業収益を含む。 

注）純利益及び総利益には、附属病院における

借入金返済額（建物、診療機器等の整備の

ための借入金）が、対応する固定資産の減

価償却費よりも大きいため発生する会計

上の観念的な利益を計上している。 
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３．資金計画 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への

繰越金 

資金収入 

業務活動による収入 

 運営費交付金による

収入 

授業料及び入学料検

定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの

繰越金 

652,330 

564,834 

47,955 

14,800 

24,741 

652,330 

606,437 

207,623 

56,002 

213,697 

102,203 

19,031 

7,881 

2,284 

2,284 

0 

18,868 

24,741 

注）施設費による収入には、独立行政法人大

学改革支援・学位授与機構における施設

費交付事業に係る交付金を含む。 

３．資金計画 

令和４年度～令和９年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への

繰越金 

資金収入 

業務活動による収入 

 運営費交付金による

収入 

授業料及び入学料検

定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

国際卓越研究大学研

究等体制強化助成収

入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他による収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの

繰越金 

681,086 

586,660 

47,955 

14,800 

31,671 

681,086 

635,193 

207,623 

56,002 

213,697 

102,203 

19,031 

28,756 

7,881 

2,284 

2,284 

0 

18,868 

24,741 

注）施設費による収入には、独立行政法人大

学改革支援・学位授与機構における施設

費交付事業に係る交付金を含む。 
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・大学・高専機能強化支援事業の選定に伴う変更 １法人

番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

52 

京

都

大

学 

【５】 

  各学部・研究科等において外部評価委

員会等を通じ、社会の多様なステークホ

ルダーからの意見を得て、社会が求める

人材の変化を踏まえて検討した上で、そ

の成果や各学問分野の発展状況を教育プ

ログラム並びに組織改編・整備に反映さ

せる。併せて、経営協議会における議論

を踏まえ、戦略調整会議や企画委員会に

おいて社会のニーズや学問分野の発展状

況と本学の教育研究組織のあり方の整合

性に関する検討を行い、各学部・研究科

等と連携して各課程における需要と供給

のマッチングを意識した組織改編・整備

を推進する。④

【５】 

各学部・研究科等において外部評価委

員会等を通じ、社会の多様なステークホ

ルダーからの意見を得て、社会が求める

人材の変化を踏まえて検討した上で、そ

の成果や各学問分野の発展状況を教育プ

ログラム並びに組織改編・整備に反映さ

せる。併せて、経営協議会における議論

を踏まえ、戦略調整会議や企画委員会に

おいて社会のニーズや学問分野の発展状

況と本学の教育研究組織のあり方の整合

性に関する検討を行い、各学部・研究科

等と連携して各課程における需要と供給

のマッチングを意識した組織改編・整備

を推進する。

特に、デジタル・グリーン等の成長分

野をけん引する高度専門人材にかかる社

会ニーズを踏まえ、「大学・高専機能強

化支援事業」の仕組みを活用し、令和８

年度に工学部電気電子工学科・情報学科

の入学定員を合計20名増員するとともに

、第５期中期目標期間終了時までに同規

模の定員減を行うため、その具体的な計

画を第５期中期目標期間が開始する際ま

でに決定する。④ 

「大学・高専機能強化支援事

業」に選定され、大学全体の収

容定員の増加を伴う学部定員

の増員を行うため。 

7



〇 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 10 法人 

番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

02 

北

海

道

教

育

大

学 

 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

（省略） 

・附属旭川幼稚園の土地（建物含む）の

全部（北海道旭川市春光５条２丁目

3638番 6,255.05㎡）を譲渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供 

する計画 

（省略） 

・附属旭川幼稚園の土地（建物含む）の

全部（北海道旭川市春光５条２丁目

3638番 6,255.05㎡）を譲渡する。

・大雪山自然教育研究施設の建物の全

部（北海道上川郡東川町 1418 番 

274.82 ㎡）を譲渡する。 

譲渡予定部分は、大雪山自

然教育研究施設の建物のみが

設置されている状況であり、

譲渡したとしても、他の場所

での教育研究活動は対応可能

であり、国立大学法人北海道

教育大学の業務運営上支障が

ない。 

大雪山自然教育研究施設は

老朽化により大規模改修が必

要な状況であり、施設を安全

に維持するための施設整備費

用、将来的に発生する取り壊

し費用など後年にかかる財政

負担を軽減するため譲渡す

る。 

16 

筑

波

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供す

る計画

１．重要な財産を譲渡する計画

（省略） 

・並木４丁目職員宿舎の宅地（土地）及

び401号棟外14棟（建物）（茨城県つ

くば市並木４－２－２  11,142.88

㎡）を譲渡する。

（新設） 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○重要な財産を譲渡し、又は担保に供す

る計画

１．重要な財産を譲渡する計画

（省略） 

・並木４丁目職員宿舎の宅地（土地）及

び401号棟外14棟（建物）（茨城県つ

くば市並木４－２－２  11,142.88

㎡）を譲渡する。

・吾妻４丁目職員宿舎宅地（土地）及び

301棟、302棟（建物）（茨城県つくば

市吾妻４－９－６ 3,824.74㎡）を譲

渡する。 

・附属坂戸高等学校敷地（埼玉県坂戸市

千代田１－24－１ 33.26㎡）を譲渡

する。 

用途廃止した土地及び建物

について、今後も有効活用の

見込みがないことから、財産

の譲渡が適切と判断したた

め。 

埼玉県坂戸市からの公道整

備に必要となる道路用地の譲

渡要望に応じるため。 

21 

千

葉

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す

る計画  

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す

る計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・環境健康フィールド科学センター（柏

の葉地区）の建物の一部（千葉県柏市

柏の葉６丁目２番１号 建物（建床）

18,851.19㎡･（延床）2,932.36㎡）を譲

渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す

る計画  

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す

る計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・環境健康フィールド科学センター（柏

の葉地区）の建物の一部（千葉県柏市

柏の葉６丁目２番１号 建物（建床）

18,851.19㎡･（延床）2,932.36㎡）を譲

渡する。

・海洋バイオシステム研究センター調査

船1艘（千葉県鴨川市内浦1-1 トリト

ン1.3トン）を譲渡する。

船舶検査の厳格化に伴い、

継続活用には改装が必要とな

るが、活用見込みに対して費

用対効果が認められず、他に

も本船より新しい調査船を有

しており、本船を活用せずと

も調査船を用いた教育・研究

の実施に影響はなく、本学の

業務運営上支障がないことか

ら譲渡することとした。 

8



番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

・学生寄宿舎の土地及び建物の全部（千

葉県千葉市稲毛区小仲台6-33、土地 

11,212.1㎡、建物（建床）1,031.34㎡・

（延床）4,099.41㎡）を譲渡する。 

・留学生寄宿舎の土地及び建物の全部

（千葉県千葉市稲毛区小仲台6-33、土

地 11,420.51㎡、建物（建床）2,614.06

㎡・（延床）7,465.63㎡）を譲渡する。 

・教育学部臨海実習所の土地及び建物の

全部（千葉県館山市大賀字西台、土地 

6,228.94㎡、建物（建床）433.83㎡・

（延床）649.92㎡）を譲渡する。 

 施設の老朽化やコロナ禍に

よる生活様式の変化、近隣の

民間不動産物件との価格差の

縮小などによる入居者の減少

などを鑑み、学生寄宿舎及び

留学生寄宿舎を閉寮したが、

UR、民間不動産等との提携等

によって機能を代替してお

り、本物件を活用せずとも本

学の業務運営上支障がなく、

また、今後他の用途で活用す

る見込みがないことから譲渡

することとした。 

施設の老朽化や利用者の

減少等を鑑み、教育学部臨海

実習所を閉所したが、プール

の利用等により機能を代替

しており、本物件を活用せず

とも本学の業務運営上支障

がなく、また、今後他の用途

で活用する見込みがないこ

とから譲渡することとした。 

35 

長

岡

技

術

科

学

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

重要な財産を譲渡、処分する計画

は想定していない。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１ 重要な財産を譲渡し、又は担保

にする計画 

インターナショナルロッジ（国

際交流会館）の土地・建物（新潟

県長岡市上条町字加内104－３外 

土地：1,895.35㎡、建物：（延）

799.33㎡）を譲渡するとともに、

上富岡町キャンパス周辺の土地を

購入する。 

将来を見据え、上富岡町キ

ャンパスの建て詰まり状況を

緩和し、教育研究機能強化に

むけ、通勤・通学に不便なイ

ンターナショナルロッジ（国

際交流会館）の土地・建物を

譲渡するとともに、上富岡町

キャンパス周辺の利便性の良

い土地を購入することで留学

生等に資する施設を確保す

る。

46 

愛

知

教

育

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

伊良湖臨海教育実験実習施設の土

地及び建物の全部（愛知県田原市伊

良湖町宮下2914-1 土地面積

1,502.97㎡及び建物面積509㎡）を譲

渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

１ 伊良湖臨海教育実験実習施設

の土地及び建物の全部（愛知

県田原市伊良湖町宮下2914-1 

土地面積1,502.97㎡及び建物

面積509㎡）を譲渡する。 

２ 庄内川艇庫の土地及び建物の

全部（愛知県名古屋市中川区

大蟷螂町西流358-1 土地面積

837.08㎡及び建物面積260.55

㎡） 

合計 土地面積2,340.05㎡及び建物

面積769.55㎡を譲渡する。 

用途廃止し遊休施設となっ

ていることから、業務運営上

支障がないため。 

9



番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

52 

京

都

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

（省略） 

・栽培植物起原学研究室の土地の一部（

向日市物集女町中条1番、24番 239.55

㎡）を譲渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

（省略） 

・栽培植物起原学研究室の土地の一部（

向日市物集女町中条1番、24番 239.55

㎡）を譲渡する。

・生態学研究センター 船舶１隻「汽船

はす」（滋賀県大津市下阪本、総トン

数8.5トン、定員20名、最大航行速度

20ノット）を譲渡する。 

舶「汽船 はす」は1998年

3月に建造され、京都大学生

態学研究センターにおいて主

に琵琶湖での湖沼研究に使用

されてきたが、老朽化に伴

い、後継船となる「湖沼先端

研究船」を購入することとな

り、解体処分よりも経済的負

担が少ない売却による譲渡を

行うこととしたため。 

58 

神

戸

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

（省略） 

・六甲台町１番24、59番１地先の土地

（兵庫県神戸市六甲台町1-1、土地59

㎡（里道））を譲渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

（省略） 

・六甲台町１番24、59番１地先の土地

（兵庫県神戸市六甲台町1-1、土地59

㎡（里道））を譲渡する。

・明石団地の土地の一部（兵庫県明石市

山下町358番51、土地32.97㎡）を譲渡

する。 

・六甲台２団地の土地の一部（兵庫県神

戸市灘区一王山町5番78、土地472㎡ 

及び 兵庫県神戸市灘区六甲台町3番1

の一部、土地91㎡）を譲渡する。 

令和７年６月国立大学法人

法附則第９条により権利承継

したが、当該土地は、現に近

隣住民の通行する私道の一部

であり、売却したとしても国

立大学法人神戸大学の業務運

営上も支障がない。 

「職員宿舎の整理統合に向

けた基本方針について（平成

28年12月6日学長制定）」に

基づく整理統合に伴い廃止し

た当該宿舎を譲渡するため。

また、既に廃止決定及び廃止

している職員宿舎であり、売

却したとしても、国立大学法

人神戸大学の業務運営上支障

がないため。 

73 

九

州

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画  

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

（省略） 

⑲宮崎演習林の土地の一部（宮崎県

東臼杵郡椎葉村大字大河内字大河

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画  

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

（省略） 

⑲宮崎演習林の土地の一部（宮崎県

東臼杵郡椎葉村大字大河内字大河

10



番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

内1012-6の一部 面積2.47㎡）を

譲渡する。 

内1012-6の一部 面積2.47㎡）を

譲渡する。 

⑳伊都の土地の一部（福岡市西区大

字元岡字平川2161-1の一部ほか 

面積2,402.51㎡）を譲渡する。 

㉑宮崎演習林の土地の一部（宮崎県

東臼杵郡椎葉村大字大河内字大河

内1012-6の一部 面積39.87㎡）を

譲渡する。 

⑳都市計画法第39条・第40条

に基づき、伊都キャンパス移

転事業に伴う開発前後の公共

施設の底地の帰属を相互に交

換することが必要であるた

め。

㉑宮崎県の国道388号線にお

ける令和６年度発生道路災害

復旧工事にあたり、今後の降

雨によるさらなる被害を防ぐ

ために必要との当該自治体か

らの譲渡要望に応じるため。 

75 

佐

賀

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・ボート艇庫の土地（佐賀県佐賀市諸富

町大字為重字石塚分外搦四角174番2

面積441.09㎡）を譲渡する。

・本庄キャンパス西門付近の土地（佐賀

県佐賀市本庄町大字本庄字五本杉457-

12 面積17.49㎡）を譲渡する。

（新設） 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

・ボート艇庫の土地（佐賀県佐賀市諸富

町大字為重字石塚分外搦四角174番2

面積441.09㎡）を譲渡する。

・本庄キャンパス西門付近の土地（佐賀

県佐賀市本庄町大字本庄字五本杉457-

12 面積17.49㎡）を譲渡する。

・大和町宿舎の土地及び建物（佐賀県佐

賀市大和町大字久池井1022-1 土地

9,561.71㎡及び建物4,924㎡）を譲渡

する。 

・鍋島宿舎の土地及び建物（佐賀県佐賀

市鍋島3丁目171番外6筆 土地

7,489.52㎡及び建物3,693㎡）を譲渡

する。 

・八戸溝宿舎の土地及び建物（佐賀県佐

賀市八戸溝3丁目853-21 外1筆 土地

9,547.43.㎡及び建物5,220㎡）を譲渡

する。 

譲渡予定部分は、役職員宿

舎の土地建物一式である。当

該役職員宿舎については、令

和５年度に令和９年３月で廃

止することが決定しており、

現在の入居率は、大和町宿舎

4.76%（入居4戸/全84戸）、

鍋島宿舎20.00％（入居12戸/

全60戸）、八戸溝宿舎

18.06％（入居13戸/全72戸）

となっている。 

また、廃止に伴い、民間の

賃貸住宅へ転居した場合は住

居手当が支給されるため、現

入居者の経済的損失について

影響は小さい。 

よって国立大学法人佐賀大

学の業務運営上支障がない。 

当該建物は老朽化が進行し

ており、維持管理に要する費

用や安全確保のための改修費

用は増大することが見込ま

れ、入居者数の減少や周辺住

宅事情の変化等を踏まえる

と、保有を継続する合理性は

乏しい状況にある。また、当

該土地については中長期的な

活用計画も存在せず、国立大

学法人として公的資産を効率

的に活用する観点からも適切

な処分を行うことが必要であ

る。 

なお、当該土地建物の利用

について民間サウンディング

調査を行ったところ、賃貸借

による利活用の需要は乏し

く、専ら売却に基づく利活用

提案のみであった。  

11



番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

 以上を踏まえ、国立大学法

人法第31条第2項第6号の規

定に基づき、重要財産の処分

として売却を行い、その収入

を教育研究環境の整備や施設

更新、財務基盤の強化等に充

当することで、大学運営の健

全化と学生・研究者への還元

を図るものである。 

77 

熊

本

大

学 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

（省略） 

・船舶１艇（汽船 北斗Ⅲ世）（熊本県

宇土市下網田町3084番地11.28トン）

を譲渡する。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

（省略） 

・船舶１艇（汽船 北斗Ⅲ世）（熊本県

宇土市下網田町3084番地11.28トン）

を譲渡する。

・宇城市三角町団地の土地（熊本県宇

城市三角町戸馳2600番４ 578.73㎡

）及び建物（ヨット格納庫122㎡、

合宿棟：60㎡、ポンプ室：6㎡）を

譲渡する。 

大学として将来的な需要に

備える必要がなく、学内利用

の用途が限定され業務運営上

支障がないため。 

12



〇 その他の変更 

・学内組織・制度等の名称決定等に伴う変更 ６法人

番
号

法

人

名 

変更内容 

変更前 変更案 

20 

埼

玉

大

学 

評

価

指

標 

【4-2-①】 

○人文社会科学研究科博士前期課程社会

人入学者数・学位授与者数

（入学者数・学位授与者数を第４期中期目

標期間最終年度までに 15 名にする。（令

和３年度入学者数 10 名））

評

価

指

標 

【4-2-①】 

○人文社会科学研究科修士課程及び博士

前期課程における社会人入学者数・学位授

与者数

（入学者数・学位授与者数を第４期中期目

標期間最終年度までに 15 名にする。（令

和３年度入学者数 10 名））

24 

東

京

外

国

語

大

学 

（15）複雑化する社会問題に対し分野融合的解決をも

たらすとともに、高度な協働力・課題解決能力

を持った人材を育成するために、三大学連合

（東京外国語大学、東京科学大学、一橋大学）

が、学長・副学長レベルの定期的な連絡会を通

して、協働による教育・研究・社会連携活動を

幅広く企画・展開する。

評

価

指

標 

⑳三大学連合の協働で実施される多様な

教育・研究・社会貢献連携活動（連携講

座、講演会、共同研究・教育事業活動な

ど）について、開催件数および参加者数

などに関する量的向上および活動の種

類の増加（企画・活動の新形態やオンラ

インを活用した展開など新たな開催形

態の開発）による質的向上を通して、第

３期の水準を超える。

（15）複雑化する社会問題に対し分野融合的解決をも

たらすとともに、高度な協働力・課題解決能力

を持った人材を育成するために、四大学未来共

創連合（お茶の水女子大学、東京外国語大学、

東京科学大学、一橋大学）が、学長・副学長レ

ベルの定期的な連絡会を通して、協働による教

育・研究・社会連携活動を幅広く企画・展開す

る。

評

価

指

標 

⑳四大学未来共創連合の協働で実施され

る多様な教育・研究・社会貢献連携活動

（連携講座、講演会、共同研究・教育事

業活動など）について、開催件数および

参加者数などに関する量的向上および

活動の種類の増加（企画・活動の新形態

やオンラインを活用した展開など新た

な開催形態の開発）による質的向上を通

して、第３期の水準を超える。

28 

東

京

科

学

大

学 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

中期目標（７）関連 

【８】水準 

（省略） 

・選択履修時間帯を設け、教養セミナーや三大学連合

複合領域コース科目始め、学科横断・学年縦断によ

る科目の履修を可能にするカリキュラムとする。

（省略） 

中期目標（８）関連 

【９】水準 

（省略） 

・本学の子法人である「Tokyo Tech Innovation」が

実施する主に社会人向けの教育プログラムに本学教

員を講師として派遣する。

（省略） 

２ 教育に関する目標を達成するための措置 

中期目標（７）関連 

【８】水準 

（省略） 

・選択履修時間帯を設け、教養セミナーや四大学未来

共創連合複合領域コース科目始め、学科横断・学年

縦断による科目の履修を可能にするカリキュラムと

する。

（省略） 

中期目標（８）関連 

【９】水準 

（省略） 

・本学の子法人である「Science Tokyo Innovation」

が実施する主に社会人向けの教育プログラムに本学

教員を講師として派遣する。

（省略） 
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番
号

法

人

名 

変更内容 

変更前 変更案 

中期目標（13）関連 

【15】水準 

複雑化する社会問題に対し分野融合的解決をもたら

すとともに、高度な協働力・課題解決能力を持った人

材を育成するために、三大学連合（東京科学大学、東

京外国語大学、一橋大学）の協働による教育・研究・

社会連携活動等を幅広く企画・展開する。 

方策 

・三大学連合の精神を維持・強化するため、担当理事

等の連絡会を定期的に開催する。

・三大学で連携して行う活動を拡充するとともに、そ

の内容を多様化する。

・融合科目等を提供する共通組織の設置に基づき、三

大学連合憲章による複合領域コース科目の履修者を

増加させる。

【指定国構想】 

評価指標 

15-1.三大学連合の協働で実施される教育・研究・社

会貢献連携活動（連携講座、講演会、共同研究

・教育事業活動など）の件数や参加者数などの

量、活動形態の多様性や内容などの質を第３期

の水準より向上させる。

【16】水準 

全国共同研究・共同利用拠点などの国公私立大学と

の連携や企業との連携により、大学機能を強化する。 

方策 

・国内外の産学官との協働で、文理融合型教育研究、

多領域連携教育研究、先端領域教育研究を推進す

る。

・全国共同研究・共同利用拠点や三大学連合を含めた

近隣の国公私立大学との連携研究を発展させる。

中期目標（13）関連 

【15】水準 

複雑化する社会問題に対し分野融合的解決をもたら

すとともに、高度な協働力・課題解決能力を持った人

材を育成するために、四大学未来共創連合（お茶の水

女子大学、東京科学大学、東京外国語大学、一橋大学

）の協働による教育・研究・社会連携活動等を幅広く

企画・展開する。 

方策 

・四大学未来共創連合の精神を維持・強化するため、

担当理事等の連絡会を定期的に開催する。

・四大学で連携して行う活動を拡充するとともに、そ

の内容を多様化する。

・融合科目等を提供する共通組織の設置に基づき、四

大学未来共創連合憲章による複合領域コース科目の

履修者を増加させる。

【指定国構想】 

評価指標 

15-1.四大学未来共創連合の協働で実施される教育・

研究・社会貢献連携活動（連携講座、講演会、

共同研究・教育事業活動など）の件数や参加者

数などの量、活動形態の多様性や内容などの質

を第３期の水準より向上させる。 

【16】水準 

全国共同研究・共同利用拠点などの国公私立大学と

の連携や企業との連携により、大学機能を強化する。 

方策 

・国内外の産学官との協働で、文理融合型教育研究、

多領域連携教育研究、先端領域教育研究を推進す

る。

・全国共同研究・共同利用拠点や四大学未来共創連合

を含めた近隣の国公私立大学との連携研究を発展さ

せる。

32 

一

橋

大

学 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事

項に関する目標を達成するための措置 

（17）複雑化する社会問題に対し分野融合的解決をも

たらすとともに、高度な協働力・課題解決能力

を持った人材を育成するために、三大学連合（

東京外国語大学、東京科学大学、一橋大学）が

、学長・副学長レベルの定期的な連絡会を通し

て、協働による教育・研究・社会連携活動を幅

広く企画・展開する。【三大学連合】

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事

項に関する目標を達成するための措置 

（17）複雑化する社会問題に対し分野融合的解決をも

たらすとともに、高度な協働力・課題解決能力

を持った人材を育成するために、四大学未来共

創連合（お茶の水女子大学、東京外国語大学、

東京科学大学、一橋大学）が、学長・副学長レ

ベルの定期的な連絡会を通して、協働による教

育・研究・社会連携活動を幅広く企画・展開す

る。【四大学未来共創連合】

14



番
号

法

人

名 

変更内容 

変更前 変更案 

評

価

指

標 

21. 三大学連合の協働で実施

される多様な教育・研究・社

会貢献活動（連携講座、講演

会、共同研究・教育事業活動

など）が、開催件数及び参加

者数などの量的向上並びに活

動の多様性拡大（※）などの

質的向上において、第３期中

期目標期間の水準を超えるこ

と。

（※）第３期中期目標期間中

の取組が少なかった、動画配

信やオンラインによるセミナ

ー・グループワークの実施、

オンラインと対面を組み合わ

せた企画を行う。

評

価

指

標 

21. 四大学未来共創連合の協

働で実施される多様な教育・

研究・社会貢献活動（連携講

座、講演会、共同研究・教育

事業活動など）が、開催件数

及び参加者数などの量的向上

並びに活動の多様性拡大（※

）などの 質的向上において、

第３期中期目標期間の水準を

超えること。

（※）第３期中期目標期間中

の取組が少なかった、動画配

信やオンラインによるセミナ

ー・グループワークの実施、

オンラインと対面を組み合わ

せた企画を行う。

37 

富

山

大

学 

【7-2 先進的な教員養成体制の構築による、優れた

教員人材の輩出】 

（省略） 

（３）目指す姿や水準を実現・達成したか検証するた

めの評価指標

評

価

指

標 

（指標通番22）①アＡ…先進的教育科目

の開講数（令和７年度までに146科目開

講） 

（指標通番23）①イＡ…両大学教員の連

携による新たな学生指導体制整備状況

（令和７年度までにユニットによる４

年一貫の学生指導体制を確立し、「教

師になるためのノート」の活用や両大

学の合同指導を実施） 

（指標通番24）①ウＡ…教育委員会との

連携強化による新たな学修の履修者数

（関連する学修（学校インターンシッ

プ、子どもとのふれあい体験等）の第

４期中期目標期間中の履修者合計を、

第３期中期目標期間より増加） 

（指標通番 25）①エＡ…教員採用試験合格

者数（第４期中期目標期間最終年度まで

に、年間 50 人以上を合格させる） 

【7-2 先進的な教員養成体制の構築による、優れた教

員人材の輩出】 

（省略） 

（３）目指す姿や水準を実現・達成したか検証するた

めの評価指標

評

価

指

標 

（指標通番22）①アＡ…先進的教育科目

の開講数（令和７年度までに146科目開

講） 

（指標通番23）①イＡ…両大学教員の連

携による新たな学生指導体制整備状況

（令和７年度までにユニットによる４

年一貫の学生指導体制を確立し、「教

師になるためのノート」の活用や両大

学の合同指導を実施） 

（指標通番24）①ウＡ…教育委員会との

連携強化による新たな学修の履修者数

（関連する学修（学校体験活動、子ど

もとのふれあい体験等）の第４期中期

目標期間中の履修者合計を、第３期中

期目標期間より増加） 

（指標通番 25）①エＡ…教員採用試験合格

者数（第４期中期目標期間最終年度まで

に、年間 50 人以上を合格させる） 

77 

熊

本

大

学 

B-5-1.半導体・デジタル研究教育機構を設置し、教育

研究機能を強化するとともに、新たに情報融合

学環及び工学部半導体デバイス工学課程を設置

し、さらに、大学院自然科学教育部の博士前期

課程及び博士後期課程に半導体・情報数理専攻

（仮称）を設置することで、DX時代を牽引する

人材、特に半導体分野における人材育成を加速

させ、半導体関連企業への輩出人材を増加させ

る。  

B-5-1.半導体・デジタル研究教育機構を設置し、教育

研究機能を強化するとともに、新たに情報融合

学環及び工学部半導体デバイス工学課程を設置

し、さらに、大学院自然科学教育部の博士前期

課程及び博士後期課程に半導体・情報数理専攻

を設置することで、DX時代を牽引する人材、特

に半導体分野における人材育成を加速させ、半

導体関連企業への輩出人材を増加させる。  

15



＜中期計画別表の変更＞ 

○ 教育研究組織の設置等に伴う変更 46 法人

・教育研究組織の設置・改組に伴う変更 46 法人

番
号

法

人

名 

現行 変更案 

08 

弘

前

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

10 

東

北

大

学 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部 1,060 人 

教育学部  640 人 

医学部  1,672 人 

理工学部  1,460 人 

農学生命科学部 860 人 

（収容定員の総数） 

5,692 人 

学

部 

人文社会科学部 1,060 人 

教育学部  640 人 

医学部  1,645 人 

理工学部  1,460 人 

農学生命科学部 860 人 

（収容定員の総数） 

5,665 人 

学

部 

文学部 840人 

教育学部 280人 

法学部 640人 

経済学部 1,080人 

理学部 1,296人 

医学部 1,251人 

歯学部 318人 

薬学部 360人 

工学部 3,400人 

農学部 600人 

（収容定員の総数） 

10,065人 

研

究

科

等 

文学研究科 292人 

教育学研究科 135人 

法学研究科 266人 

経済学研究科 242人 

理学研究科 914人 

医学系研究科 767人 

歯学研究科 184人 

薬学研究科 178人 

工学研究科 1,854人 

農学研究科 361人 

国際文化研究科 118人 

情報科学研究科 466人 

生命科学研究科 302人 

環境科学研究科 299人 

医工学研究科 114人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,722人 

博士後期課程 1,776人 

一貫制博士課程 704人 

専門職学位課程 290人 

学

部 

文学部 840人 

教育学部 280人 

法学部 640人 

経済学部 1,080人 

理学部 1,296人 

医学部 1,263人 

歯学部 318人 

薬学部 360人 

工学部 3,400人 

農学部 600人 

（収容定員の総数） 

10,077人 

研

究

科

等 

文学研究科 292人 

教育学研究科 135人 

法学研究科 266人 

経済学研究科 242人 

理学研究科 914人 

医学系研究科 767人 

歯学研究科 184人 

薬学研究科 178人 

工学研究科 1,860人 

農学研究科 361人 

国際文化研究科 118人 

情報科学研究科 472人 

生命科学研究科 302人 

環境科学研究科 299人 

医工学研究科 114人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,722人 

博士後期課程 1,788人 

一貫制博士課程 704人 

専門職学位課程 290人 

16



番
号

法

人

名 

現行 変更案 

12 

秋

田

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

国際資源学部 480人 

教育文化学部 780人 

医学部 1,221人 

理工学部 407人（R7募集停止） 

※3年次編入学はR9募集停止

総合環境理工学部 957人（R7設置）

情報データ科学部 300人（R7設置）

（収容定員の総数） 

4,145人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

国際資源学部 480人 

教育文化学部 780人 

医学部 1,192人 

理工学部 407人（R7募集停止） 

※3年次編入学はR9募集停止

総合環境理工学部 957人（R7設置）

情報データ科学部 300人（R7設置）

（収容定員の総数） 

4,116人 

13 

山

形

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部 1,200人【内30人】 

地域教育文化学部 700人【内30人】 

理学部 840人【内30人】 

医学部 912人 

工学部 2,600人 

農学部 660人 

社会共創デジタル学環 【90人】 

【内 人】は、学部等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

6，912人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部 1,230人【内30人】（R8定

員変更） 

地域教育文化学部 350人【内10人】（R8

募集停止） 

教育学部 310人【内20人】（R8

設置） 

理学部 860人【内30人】（R8

定員変更） 

医学部 910人 

工学部 2,600人 

農学部 660人 

社会共創デジタル学環 【90人】 

【内 人】は、学部等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

6,920人 

15 

茨

城

大

学 

別表１（学部、研究科等及び収容定員） 別表１（学部、研究科等及び収容定員） 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科 62人 

教育学研究科  86人 

理工学研究科   890人 

農学研究科  96人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 934人 

博士後期課程  114人 

専門職学位課程 86人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科 62人 

教育学研究科   86人 

理工学研究科   894人（R8増） 

農学研究科  96人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 934人 

博士後期課程  118人（R8増） 

専門職学位課程 86人 

17
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16 

筑

波

大

学 

別表１ 学群、学術院及び収容定員 

学

群 

人文・文化学群 960人 

社会・国際学群 660人 

人間学群 480人 

生命環境学群 1,020人 

理工学群（R7収容定員増） 2,134人 

情報学群（R7収容定員増） 1,026人 

医学群 1,211人 

体育専門学群 960人 

芸術専門学群 400人 

学際サイエンス・デザイン専門学群 160人 

（収容定員の総数） 

9,011人 

学

術

院 

人文社会ビジネス科学学術院 833人 

理工情報生命学術院  3,126人 

人間総合科学学術院  2,012人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,810人 

博士後期課程  1,593人 

一貫制博士課程  400人 

専門職学位課程  168人 

別表１ 学群、学術院及び収容定員 

学

群 

人文・文化学群 960人 

社会・国際学群 660人 

人間学群 480人 

生命環境学群 1,020人 

理工学群 2,134人 

情報学群 1,026人 

医学群 1,221人 

体育専門学群 960人 

芸術専門学群 400人 

学際サイエンス・デザイン専門学群 160人 

（収容定員の総数） 

9,021人 

学

術

院 

人文社会ビジネス科学学術院    833人 

理工情報生命学術院（R8収容定員増）3,156人 

人間総合科学学術院（R8収容定員増）2,014人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,810人 

博士後期課程  1,625人 

一貫制博士課程  400人 

専門職学位課程  168人 

18 

宇

都

宮

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

研

究

科

等 

地域創生科学研究科 745人 

教育学研究科  36人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程  670人 

博士後期課程   75人 

専門職学位課程   36人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

研

究

科

等 

地域創生科学研究科 785人 

教育学研究科  36人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程  710人 

博士後期課程   75人 

専門職学位課程   36人 

19 

群

馬

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部

共同教育学部 760 人 

情報学部 700 人 

医学部（Ｒ7 入学定員の変更） 1,349 人 

理工学部       1,926 人 

（収容定員の総数） 

4,735 人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部

共同教育学部 760 人 

情報学部 700 人 

医学部 1,369 人 

理工学部 1,926 人 

（収容定員の総数） 

4,755 人 

18
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20 

埼

玉

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教養学部  700 人 

経済学部  1,200 人 

教育学部  1,520 人 

理学部  840 人 

工学部 1,960 人 

（収容定員の総数） 

6,220 人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科  208 人 

教育学研究科   104 人 

理工学研究科   1,040 人 

（収容定員の総数） 

（新設） 

博士前期課程    1,032 人 

博士後期課程    216 人 

専門職学位課程  104 人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教養学部  780 人（R8 入学定員の変更） 

経済学部  1,200 人 

教育学部  1,400 人（R8 入学定員の変更） 

理学部  840 人 

工学部  2,000 人（R8 入学定員の変更） 

（収容定員の総数） 

6,220 人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科  208 人 

教育学研究科    104 人 

理工学研究科    1,040 人 

（収容定員の総数） 

修士課程    20 人 

博士前期課程    1,012 人 

博士後期課程    216 人 

専門職学位課程  104 人 

21 

千

葉

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

国際教養学部  360人 

文学部  700人 

法政経学部  1,440人 

教育学部  1,520人 

理学部  800人 

工学部  2,264人 

情報・データサイエンス学部 416人 

園芸学部   760人 

医学部  668人 

薬学部  460人 

看護学部  320人 

（収容定員の総数） 

9,708人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

国際教養学部  360人 

文学部  700人 

法政経学部  1,440人 

教育学部  1,520人 

理学部  800人 

工学部  2,264人 

情報・データサイエンス学部 416人 

園芸学部   760人 

医学部  685人 

薬学部  460人 

看護学部  320人 

（収容定員の総数） 

9,725人 

19



番
号

法

人

名 

現行 変更案 

22 

東

京

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法学部 1,600人 

医学部 816人 

工学部 3,772人 

文学部 1,420人 

理学部 1,120人 

農学部 1,220人 

経済学部 1,360人 

教養学部 560人 

教育学部 380人 

薬学部 336人 

（収容定員の総数） 

12,584人 

研

究

科

等 

人文社会系研究科  710人 

教育学研究科  323人 

法学政治学研究科   850人 

経済学研究科  325人 

総合文化研究科   1,051人 

理学系研究科  1,461人 

工学系研究科  2,189人 

農学生命科学研究科  1,067人 

医学系研究科  1,134人 

薬学系研究科  390人 

数理科学研究科  202人 

新領域創成科学研究科 1,221人 

情報理工学系研究科   816人 

学際情報学府  332人 

公共政策学教育部  294人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 5,940人 

博士後期課程 4,458人 

一貫制博士課程 932人 

専門職学位課程 1,035人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法学部 1,600人 

医学部 818人 

工学部 3,772人 

文学部 1,420人 

理学部 1,120人 

農学部 1,220人 

経済学部 1,360人 

教養学部 560人 

教育学部 380人 

薬学部 336人 

（収容定員の総数） 

12,586人 

研

究

科

等 

人文社会系研究科  710人 

教育学研究科  323人 

法学政治学研究科   850人 

経済学研究科  325人 

総合文化研究科   1,051人 

理学系研究科  1,461人 

工学系研究科  2,189人 

農学生命科学研究科  1,067人 

医学系研究科  1,134人 

薬学系研究科  390人 

数理科学研究科  202人 

新領域創成科学研究科 1,221人 

情報理工学系研究科   844人 

学際情報学府  332人 

公共政策学教育部  294人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 5,940人 

博士後期課程 4,486人 

一貫制博士課程 932人 

専門職学位課程 1,035人 

27 

東

京

藝

術

大

学 

別表１ 学部、研究科等および収容定員 

学

部 

美術学部 936人 

音楽学部 948人 

(収容定員の総数) 

1,884人 

研

究

科 

美術研究科 537人 

音楽研究科 286人 

映像研究科 137人 

国際芸術創造研究科 35人 

(収容定員の総数) 

修士課程・博士前期課程 806人 

博士後期課程      189人 

別表１ 学部、研究科等および収容定員 

学

部 

美術学部 936人 

音楽学部 948人 

(収容定員の総数) 

1,884人 

研

究

科 

美術研究科 537人 

音楽研究科 286人 

映像研究科 177人 

国際芸術創造研究科 35人 

(収容定員の総数) 

修士課程・博士前期課程 846人 

博士後期課程      189人 
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28 

東

京

科

学

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

理学院 604人 

工学院 1,450人 

物質理工学院 742人 

情報理工学院 532人 

生命理工学院 620人 

環境・社会理工学院 544人 

医学部 942人 

歯学部 461人 

（収容定員の総数） 

5,895人 

研

究

科

等 

理学院 464人 

工学院 1,461人 

物質理工学院 1,081人 

情報理工学院 420人 

生命理工学院 492人 

環境・社会理工学院 951人 

医歯学総合研究科 1,098人 

保健衛生学研究科 65人 

（収容定員の総数） 

修士課程 3,345人 

博士後期課程 1,776人 

一貫制博士課程 831人 

専門職学位課程 80人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

理学院 604人 

工学院 1,450人 

物質理工学院 742人 

情報理工学院 532人 

生命理工学院 620人 

環境・社会理工学院 544人 

医学部 974人 

歯学部 461人 

（収容定員の総数） 

5,927人 

研

究

科

等 

理学院 464人 

工学院 1,461人 

物質理工学院 1,081人 

情報理工学院 420人 

生命理工学院 492人 

環境・社会理工学院 951人 

医歯学総合研究科 1,090人（R8入学定

員変更） 

保健衛生学研究科 77人（R8入学定員変

更） 

（収容定員の総数） 

修士課程 3,383人 

博士後期課程 1,776人 

一貫制博士課程 797人（R8入学定員変

更） 

専門職学位課程 80人 

31 

電

気

通

信

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

情報理工学域 

３，０６４人 

研

究

科

等 

情報理工学研究科 

１，２２３人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 

 １，０４０人 

博士後期課程 

１８３人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

情報理工学域 

３，０６４人 

研

究

科

等 

情報理工学研究科 

１，２２９人 

（R８入学定員増） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 

 １，０４０人 

博士後期課程 

１８９人 

21
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34 

新

潟

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部  852人 

教育学部  720人 

法学部  690人 

経済科学部 1,420人 

理学部   820人 

医学部  1,433人 

歯学部  357人 

工学部 2,175人（R7増員） 

農学部 720人 

創生学部  275人（R7増員） 

（収容定員の総数） 

9,462人 

研

究

科

等 

教育実践学研究科（専門職学位課程）  40人 

現代社会文化研究科（博士前期課程） 120人 

現代社会文化研究科（博士後期課程）  60人 

自然科学研究科（博士前期課程）  1,004人 

自然科学研究科（博士後期課程）  210人 

保健学研究科（博士前期課程）   40人 

保健学研究科（博士後期課程）  18人 

医歯学総合研究科（修士課程）  40人 

医歯学総合研究科（博士前期課程）  12人 

医歯学総合研究科（博士後期課程）  9人 

医歯学総合研究科（博士課程） 404人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,216人 

博士後期課程  297人 

一貫制博士課程 404人 

専門職学位課程  40人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部  852人 

教育学部  720人 

法学部  690人 

経済科学部 1,420人 

理学部   820人 

医学部  1,473人 

歯学部  357人 

工学部 2,175人（R7増員） 

農学部 720人 

創生学部  275人（R7増員） 

（収容定員の総数） 

9,502人 

研

究

科

等 

教育実践学研究科（専門職学位課程）  40人 

現代社会文化研究科（博士前期課程）  0人

（R8募集停止） 

現代社会文化研究科（博士後期課程）  60人 

自然科学研究科（博士前期課程）   0人

（R8募集停止） 

自然科学研究科（博士後期課程）  210人 

保健学研究科（博士前期課程）   0人

（R8募集停止） 

保健学研究科（博士後期課程）  6人 

（R8募集停止） 

医歯学総合研究科（修士課程）  0人

（R8募集停止） 

医歯学総合研究科（博士前期課程）  0人

（R8募集停止） 

医歯学総合研究科（博士後期課程）  3人

（R8募集停止） 

医歯学総合研究科（博士課程） 202人

（R8募集停止） 

総合学術研究科（修士課程）  1,134人

（R8設置） 

医歯保健学研究科（博士前期課程）  80人

（R8設置） 

医歯保健学研究科（博士後期課程）  20人

（R8設置） 

医歯保健学研究科（博士課程） 202人 

（R8設置） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,214人 

博士後期課程  299人 

一貫制博士課程 404人 

専門職学位課程  40人 
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37 

富

山

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

（略） 

医学部 995人 

（略） 

（収容定員の総数） 

7,557人 

研

究

科

等 

人文社会芸術総合研究科 92人【16人】※１ 

総合医薬学研究科   316人【37人】※２ 

うち修士課程・博士前期課程 

 132人【16人】※２ 

うち博士後期課程   48人【21人】※２ 

うち博士課程  136人 

理工学研究科   711人【20人】※１ 

【73人】※２ 

うち博士前期課程  624人【20人】※１ 

【58人】※２ 

うち博士後期課程   87人【15人】※２ 

持続可能社会創成学環 【36人】 

医薬理工学環    【110人】 

うち博士前期課程  【74人】 

うち博士後期課程  【36人】 

生命融合科学教育部 0人(R6募集停止) 

医学薬学教育部 0人(R6募集停止) 

理工学教育部 0人(R6募集停止) 

教職実践開発研究科  28人 

※１：持続可能社会創成学環の内数とする

収容定員数 

※２：医薬理工学環の内数とする収容定員数

注：【】は，研究科等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 848人 

博士後期課程   135人 

一貫制博士課程  136人 

専門職学位課程  28人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

（略） 

医学部 985人 

（略） 

（収容定員の総数） 

7,547人 

研

究

科

等 

人文社会芸術総合研究科 102人【18人】※１ 

総合医薬学研究科   296人【41人】※２ 

うち修士課程・博士前期課程 

 112人【20人】※２ 

うち博士後期課程   48人【21人】※２ 

うち博士課程  136人 

理工学研究科   831人【22人】※１ 

【89人】※２ 

うち博士前期課程  740人【22人】※１ 

【74人】※２ 

うち博士後期課程   91人【15人】 

（Ｒ８増員）※２ 

持続可能社会創成学環 【40人】 

医薬理工学環    【130人】 

うち博士前期課程  【94人】 

うち博士後期課程  【36人】 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

教職実践開発研究科  28人 

※１：持続可能社会創成学環の内数とする

収容定員数 

※２：医薬理工学環の内数とする収容定員数

注：【】は，研究科等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 954人 

博士後期課程  139人 

一貫制博士課程  136人 

専門職学位課程  28人 
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38 

金

沢

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

域 

融合学域    780人 

人間社会学域 2,672人 

理工学域   2,556人 

医薬保健学域 1,911人 

（収容定員の総数） 

7,919人 

大

学

院 

人間社会環境研究科 142人 

自然科学研究科  1,260人 

医薬保健学総合研究科 609人 

先進予防医学研究科   48人 

新学術創成研究科  144人 

法学研究科   61人 

教職実践研究科   30人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,308人 

博士後期課程  582人 

一貫制博士課程  329人 

専門職学位課程  75人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

域 

融合学域    780人 

人間社会学域 2,672人 

理工学域   2,556人 

医薬保健学域 1,922人 

（収容定員の総数） 

7,930人 

大

学

院 

人間社会環境研究科 162人（R8入学

定員変更） 

自然科学研究科  1,260人 

医薬保健学総合研究科 609人 

先進予防医学研究科   48人 

新学術創成研究科  154人 

法学研究科   61人 

教職実践研究科   30人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 1,326人 

博士後期課程  594人 

一貫制博士課程  329人 

専門職学位課程  75人 

39 

福

井

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 400人 

医学部 925人 

工学部 2,180人 

国際地域学部 240人 

（収容定員の総数） 

3,745人 

 別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 400人 

医学部 915人 

工学部 2,180人 

国際地域学部 240人 

（収容定員の総数） 

3,735人 

40 

山

梨

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 450 人（R7 定員変更） 

医学部  950 人 

工学部 1,500 人 

生命環境学部 650 人（R7 定員変更） 

（収容定員の総数） 

3,550 人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 450 人（R7 定員変更） 

医学部  970 人 

工学部  1,500 人 

生命環境学部 650 人（R7 定員変更） 

（収容定員の総数） 

3,570 人 
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41 

信

州

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部 630人 

教育学部 960人 

経法学部 780人 

理学部 828人 

医学部 1,326人 

工学部 1,980人 

農学部 692人 

繊維学部 1,140人 

（収容定員の総数） 

8,336人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部 630人 

教育学部 960人 

経法学部 780人 

理学部 828人 

医学部 1,311人 

工学部 1,980人 

農学部 692人 

繊維学部 1,140人 

（収容定員の総数） 

8,321人 

44 

浜

松

医

科

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 945 人 

（収容定員の総数） 

945 人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 954 人 

（収容定員の総数） 

954 人 

49 

三

重

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 1,050人 

（収容定員の総数） 

5,710人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 1,070人 

（収容定員の総数） 

5,730人 

51 

滋

賀

医

科

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 875人 

（収容定員の総数） 

875人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 880人 

（収容定員の総数） 

880人 

52 

京

都

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 １，０９６人 

工学部  ３，８２０人 

（収容定員の総数）１１，６７０人 

研

究

科

等 

工学研究科  １，９６７人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程  ４，７０６人 

博士後期課程  ２，６２２人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

医学部 １，０９３人 

工学部  ３，８６０人（Ｒ８定員増） 

（収容定員の総数）１１，７０７人 

研

究

科

等 

工学研究科 ２，０１１人（Ｒ８定員増） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程  ４，７４６人 

博士後期課程  ２，６２６人 
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55 

大

阪

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部  ６６０人 

人間科学部  ５６８人 

外国語学部 ２，３４０人 

法学部 １，０２０人 

経済学部 ９００人 

理学部 １，０２０人 

医学部 １，２７２人 

歯学部 ３１８人 

薬学部 ４８０人 

工学部 ３，４０３人 

基礎工学部 １，８３７人 

（収容定員の総数） 

１３，８１８人 

研

究

科

等 

人文学研究科 ５１７人 

人間科学研究科 ３０４人 

法学研究科 １０６人 

経済学研究科 ２４１人 

理学研究科 ９１０人 

医学系研究科 ９５９人 

歯学研究科 １６０人 

薬学研究科 １２１人 

工学研究科 ２，１７４人 

基礎工学研究科 ７４４人 

国際公共政策研究科 １３３人 

情報科学研究科 ４４９人 

生命機能研究科 ２７５人 

高等司法研究科 ２４０人 

大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉

大学・福井大学連合小児発達学研究科 

７５人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４，０７６人 

博士後期課程 １，９０２人 

一貫制博士課程 １，１９０人 

専門職学位課程 ２４０人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部 ６６０人 

人間科学部 ５６８人 

外国語学部 ２，３４０人 

法学部 １，０２０人 

経済学部 ９００人 

理学部 １，０２０人 

医学部 １，２７５人 

歯学部 ３１８人 

薬学部 ４８０人 

工学部 ３，４０３人 

基礎工学部 １，８３７人 

（収容定員の総数） 

１３，８２１人 

研

究

科

等 

人文学研究科 ５１７人 

人間科学研究科 ３０４人 

法学研究科 １０６人 

経済学研究科 ２４１人 

理学研究科 ９１０人 

医学系研究科１，００５人（R8入学定員増） 

歯学研究科 １６０人 

薬学研究科 １２１人 

工学研究科 ２，１７４人 

基礎工学研究科 ７４４人 

国際公共政策研究科 １３３人 

情報科学研究科 ４４９人 

生命機能研究科 ２７５人 

高等司法研究科 ２４０人 

大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千

葉大学・福井大学連合小児発達学研究科 

７５人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４，１１６人 

博士後期課程 １，９０８人 

一貫制博士課程 １，１９０人 

専門職学位課程 ２４０人 

58 

神

戸

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部      ４００人 

国際人間科学部１，４９５人（R９入学定員減） 

法学部  ７６０人 

経済学部 １，１２０人 

経営学部 １，０８０人 

理学部   ６６２人 

医学部  １，３９３人（R７設置） 

工学部  １，９３１人（R７入学定員減） 

システム情報学部 ４５３人（R７設置）

農学部 ６６０人 

海洋政策科学部 ８２０人 

（収容定員の総数） 

 １０，７７４人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部      ４００人 

国際人間科学部１，４９５人（R９入学定員減） 

法学部  ７６０人 

経済学部 １，１２０人 

経営学部 １，０８０人 

理学部   ６６２人 

医学部  １，３７７人（R７設置） 

工学部  １，９３１人（R７入学定員減） 

システム情報学部 ４５３人（R７設置）

農学部 ６６０人 

海洋政策科学部 ８２０人 

（収容定員の総数） 

 １０，７５８人 
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62 

鳥

取

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

地域学部 ６８０人 

医学部 １，２４３人 

工学部 １，８００人 

農学部 １，０９０人 

（収容定員の総数） 

４，８１３人 

研

究

科

等 

持続性社会創生科学研究科 ５０２人 

医学系研究科   ２２６人 

工学研究科   ３６人 

連合農学研究科  ５７人 

共同獣医学研究科  ２０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ５８４人 

博士後期課程  １１７人 

一貫制博士課程  １４０人 

 別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

地域学部  ６８０人 

医学部 １，２６７人（Ｒ８収容定員の

変更） 

工学部 １，８００人 

農学部 １，０９０人 

（収容定員の総数） 

４，８３７人 

研

究

科

等 

持続性社会創生科学研究科 ５０２人 

医学系研究科   ２２６人 

工学研究科   ３６人 

連合農学研究科  ５７人 

共同獣医学研究科  ２０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ５８４人 

博士後期課程  １１７人 

一貫制博士課程  １４０人 

63 

島

根

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法文学部 720人 

教育学部 520人 

人間科学部 320人 

医学部 873人 

総合理工学部 1,504人 

材料エネルギー学部 330人 

生物資源科学部 830人 

（収容定員の総数） 

5,097人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法文学部 720人 

教育学部 520人 

人間科学部 320人 

医学部 885人 

総合理工学部 1,504人 

材料エネルギー学部 330人 

生物資源科学部 830人 

（収容定員の総数） 

5,109人 

64 

岡

山

大

学 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

（略） 

法学部 ９００人 

経済学部 ９８０人 

（略） 

医学部 １，３０２人 

（略） 

農学部 ４８０人 

（収容定員の総数） 

９，４３５人 

別表1 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

（略） 

法学部 ８６６人（Ｒ８収容定員変更） 

経済学部 ９１０人（Ｒ８収容定員変更） 

（略） 

医学部 １，３１０人 

（略） 

農学部 ５２４人（Ｒ８収容定員変更） 

（収容定員の総数） 

９，３８３人 

65 

広

島

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

（略） 

医学部 1,164人 

（略） 

（収容定員の総数） 

10,218人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学部 

（略） 

医学部 1,179人 

（略） 

（収容定員の総数） 

10,233人 
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66 

山

口

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部  740人 

教育学部  645人（R7収容定員変更） 

経済学部  1,380人【45人】 

（R7設置のひと・まち未来共創学環への定員拠

出） 

理学部  880 人 

医学部  1,144 人 

工学部  2,160 人 

農学部   400 人 

共同獣医学部   180 人 

国際総合科学部  475 人【75人】 

（R7収容定員変更） 

（R7設置のひと・まち未来共創学環への定員拠

出） 

ひと・まち未来共創学環  【120人】（R7設置） 

【】は、学部等連係課程実施基本組織 

に活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

 8,004人 

研

究

科

等 

人間社会科学研究科  82人 

人文科学研究科   0人（R7募集停止） 

教育学研究科  56人 

経済学研究科  0人（R7募集停止） 

医学系研究科   171人 

創成科学研究科   1,024人 

東アジア研究科   30人 

技術経営研究科   30人 

共同獣医学研究科  24人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 998人 

博士後期課程  177人 

一貫制博士課程  156人 

専門職学位課程  86人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文学部  740人 

教育学部   645人（R7収容定員変更） 

経済学部  1,380人【45人】 

（R7設置のひと・まち未来共創学環への定員拠

出） 

理学部    880 人 

医学部  1,163 人 

工学部  1,920 人（R8収容定員減） 

情報学部 240 人（R8設置） 

農学部   400 人 

共同獣医学部   180 人 

国際総合科学部  475 人【75人】 

（R7収容定員変更） 

（R7設置のひと・まち未来共創学環への定員拠

出） 

ひと・まち未来共創学環  【120人】（R7設置） 

【】は、学部等連係課程実施基本組織 

に活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

 8,023人 

研

究

科

等 

人間社会科学研究科  82人 

【削除】 

教育学研究科  56人 

【削除】 

医学系研究科     171人  

創成科学研究科   1,014人（R8収容定員減） 

東アジア研究科   30人 

技術経営研究科   30人 

共同獣医学研究科  32人（R8収容定員増） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 998人 

博士後期課程  167人 

一貫制博士課程  164人 

専門職学位課程  86人 
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67 

徳

島

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

総合科学部 680人 

医学部 1,377人 

歯学部 315人 

薬学部 480人 

理工学部 2,525人（R7入学定員の減） 

生物資源産業学部 404人 

（収容定員の総数） 5,781人 

研

究

科

等 

創成科学研究科  891人 

医学研究科  224人 

口腔科学研究科  88人 

薬学研究科   46人 

医科栄養学研究科  71人 

保健科学研究科   69人 

（収容定員の総数） 

修士課程  878人 

博士課程  511人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

総合科学部 680人 

医学部 1,388人 

歯学部 315人 

薬学部 480人 

理工学部 2,525人（R7入学定員の減） 

生物資源産業学部 404人 

（収容定員の総数） 5,792人 

研

究

科

等 

創成科学研究科  931人 

医学研究科  224人 

口腔科学研究科   88人 

薬学研究科   46人 

医科栄養学研究科  71人 

保健科学研究科   69人 

（収容定員の総数） 

修士課程  918人 

博士課程  511人 

69 

香

川

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 ６４０人 

法学部   ６６０人 

経済学部 １，０４０人 

医学部   ９６８人 

創造工学部 １，３６０人 

農学部     ６００人 

（収容定員の総数） 

５，２６８人 

研

究

科

等 

創発科学研究科  ３５６人 

工学研究科（R6募集停止） ０人 

医学系研究科 １８４人 

農学研究科  １２０人 

教育学研究科  ４０人 

地域マネジメント研究科 ６０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４６８人 

博士後期課程  ７２人 

一貫制博士課程  １２０人 

専門職学位課程  １００人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 ６４０人 

法学部   ６６０人 

経済学部 １，０４０人 

医学部   ９７９人 

創造工学部 １，３６０人 

農学部     ６００人 

（収容定員の総数） 

５，２７９人 

研

究

科

等 

創発科学研究科 ３５６人 

医学系研究科      １８８人 

（R8臨床心理学専攻博士後期課程設

置） 

農学研究科  １２０人 

教育学研究科  ４０人 

地域マネジメント研究科 ６０人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ４６８人 

博士後期課程  ７６人 

一貫制博士課程  １２０人 

専門職学位課程  １００人 

29
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70 

愛

媛

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法文学部 1,520人 

教育学部 640人 

社会共創学部 720人 

理学部 900人 

医学部 945人 

工学部 2,140人 

農学部 700人 

（収容定員の総数） 

7,565人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科   40人【内4人】※２ 

教育学研究科 100人 

医学系研究科 150人【内4人】※１ 

理工学研究科 609人【内4人】※２ 

農学研究科 144人【内6人】※１ 

 【内4人】※２ 

連合農学研究科    51人 

医農融合公衆衛生学環  【10人】 

地域レジリエンス学環  【12人】 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 768人【内22人】 

博士後期課程  126人 

一貫制博士課程  120人 

専門職学位課程  80人 

【内 人】は、研究科等連係課程実施基本組織

に活用する収容定員を示す。 

※１：医農融合公衆衛生学環に活用する収容定

員

※２：地域レジリエンス学環に活用する収容定

員

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法文学部 1,520人 

教育学部 640人 

社会共創学部 720人 

理学部 900人 

医学部 930人 

工学部 2,140人 

農学部 700人 

（収容定員の総数） 

7,550人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科   40人【内4人】※２ 

教育学研究科 100人 

医学系研究科 150人【内4人】※１ 

理工学研究科 609人【内4人】※２ 

農学研究科 144人【内6人】※１ 

 【内4人】※２ 

連合農学研究科    51人 

医農融合公衆衛生学環  【10人】 

地域レジリエンス学環  【12人】 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 768人【内22人】 

博士後期課程  126人 

一貫制博士課程  120人 

専門職学位課程  80人 

【内 人】は、研究科等連係課程実施基本組織

に活用する収容定員を示す。 

※１：医農融合公衆衛生学環に活用する収容定

員

※２：地域レジリエンス学環に活用する収容定

員

71 

高

知

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部  1,104人 

教育学部   520人 

理工学部   1,000人 

医学部   898人 

農林海洋科学部  824人 

地域協働学部   240人 

（収容定員の総数） 

4,586人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会科学部  1,104人 

教育学部   520人 

理工学部   1,000人 

医学部   912人 

農林海洋科学部  824人 

地域協働学部   240人 

（収容定員の総数） 

4,600人 
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73 

九

州

大

学 

別表１ 学部、学府等及び収容定員 

学

部 

共創学部 420人 

文学部 604人 

教育学部 184人 

法学部 756人 

経済学部 924人 

理学部 1,042人 

医学部  1,219人 

歯学部  318人 

薬学部 376人 

工学部 3,152人 

芸術工学部 748人 

農学部 904人 

（収容定員の総数） 

10,647人 

学

府

及

び

研

究

科

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

人文科学府  187人【内8人】 

地球社会統合科学府 225人 

人間環境学府  370人 

法学府  185人 

法務学府  135人 

経済学府  256人【内5人】 

理学府  429人 

数理学府  168人【内43人】 

システム生命科学府 270人 

医学系学府 592人 

歯学府 184人 

薬学府 166人 

工学府 1,171人 

芸術工学府 330人 

システム情報科学府 595人【内18人】 

総合理工学府 530人 

生物資源環境科学府 719人 

統合新領域学府 121人【内4人】 

ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府【66人】

人文情報連係学府     【12人】

【内 人】は、研究科等連係課程実施基本組

織であるﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府（※1）

及び人文情報連係学府（※2）に活用する収

容定員を示す。 

※1…同学府の定員は経済学府、数理学府、

及びシステム情報科学府の【内 人】

の合計 

※2…同学府の定員は人文科学府及び統合

新領域学府の【内 人】の合計 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,708人 

博士後期課程  1,710人 

一貫制博士課程  890人 

専門職学位課程  325人 

別表１ 学部、学府等及び収容定員 

学

部 

共創学部 420人 

文学部 604人 

教育学部 184人 

法学部 756人 

経済学部 924人 

理学部 1,042人 

医学部  1,219人 

歯学部  318人 

薬学部 376人 

工学部 3,152人 

芸術工学部 748人 

農学部 904人 

（収容定員の総数） 

10,647人 

学

府

及

び

研

究

科

等

連

係

課

程

実

施

基

本

組

織 

人文科学府  187人【内8人】 

地球社会統合科学府 225人 

人間環境学府  370人 

法学府  185人 

法務学府  135人 

経済学府  256人【内5人】 

理学府  429人 

数理学府  168人【内43人】 

システム生命科学府 322人（R8変更） 

医学系学府 592人 

歯学府 184人 

薬学府 166人 

工学府 1,171人 

芸術工学府 330人 

システム情報科学府 595人【内18人】 

総合理工学府 530人 

生物資源環境科学府 719人 

統合新領域学府 121人【内4人】 

ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府【66人】

人文情報連係学府     【12人】

【内 人】は、研究科等連係課程実施基本組

織であるﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連係学府（※1）

及び人文情報連係学府（※2）に活用する収

容定員を示す。 

※1…同学府の定員は経済学府、数理学府、

及びシステム情報科学府の【内 人】

の合計 

※2…同学府の定員は人文科学府及び統合

新領域学府の【内 人】の合計 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 3,868人 

博士後期課程  1,710人 

一貫制博士課程  782人 

専門職学位課程  325人 
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74 

九

州

工

業

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

工 学 部 ２，１６４人 

情報工学部 １，７１０人 

（収容定員の総数） 

３，８７４人 

学

府

・ 

研

究

科 

工 学 府 ６２８人 

情 報 工 学 府 ５００人 

生命体工学研究科 ３５２人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 １，２４０人 

博士後期課程  ２４０人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

工 学 部 ２，１６４人 

情報工学部 １，７１０人 

（収容定員の総数） 

３，８７４人 

学

府

・ 

研

究

科 

工 学 府 ６２８人 

情 報 工 学 府 ５４０人 

生命体工学研究科 ３５２人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 １，２８０人 

博士後期課程  ２４０人 

75 

佐

賀

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部  ４８０人 

芸術地域デザイン学部  ４５０人 

経済学部    １，０４０人 

医学部  ８４６人 

理工学部  ２，０７０人 

農学部  ５８０人 

（収容定員の総数） 

５，４６６人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部             ４８０人 

芸術地域デザイン学部 ４５０人 

経経済学部  ９８０人（R8入学定

員変更） 

医学部  ８４９人 

理工学部  ２，０７０人【２０

人】 

農学部    ６４０人【４０人】

（R8入学定員変更） 

コスメティックサイエンス学環

【６０人】（R8設置） 

※【 】は、学部等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

５，４６９人 

76 

長

崎

大

学 

別表１ 学部，研究科等及び収容定員 

学

部 

多文化社会学部  ４００人 

教育学部   ７２０人 

経済学部  １，２１０人 

医学部  １，１６３人 

歯学部  ３００人 

薬学部  ４００人 

情報データ科学部  ４８０人 

工学部  １，３２０人 

環境科学部 ５３０人 

水産学部 ４８０人 

（収容定員の総数） 

７，００３人 

別表１ 学部，研究科等及び収容定員 

学

部 

多文化社会学部  ４００人 

教育学部   ７２０人 

経済学部  １，２１０人 

医学部  １，１８２人 

歯学部  ３００人 

薬学部  ４００人 

情報データ科学部  ４８０人 

工学部  １，３２５人（R9年

度収容定員変更） 

環境科学部  ５２５人（R9年

度収容定員変更） 

水産学部 ４８０人 

（収容定員の総数） 

７，０２２人 

32
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研

究

科

等 

多文化社会学研究科 ２９人 

教育学研究科  ５６人 

経済学研究科  ３９人 

工学研究科  ５人 

総合生産科学研究科 ８１５人 

医歯薬学総合研究科 ５６２人 

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 １０

７人（１５人）※ 

プラネタリーヘルス学環（１５人）※ 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ８９４人 

博士後期課程 ２５８人（１５）人 

一貫制博士課程 ４０５人 

専門職学位課程 ５６人 

※（）内の人数は，研究科等連係課程実

施基本組織（プラネタリーヘルス学環）

で活用する収容定員であり，熱帯医学・

グローバルヘルス研究科収容定員の内数

として計算する。 

研

究

科

等 

多文化社会学研究科 ３３人（４人）※

※（R8年度収容定員変更） 

教育学研究科 ５６人 

経済学研究科 ３９人 

工学研究科 ５人 

総合生産科学研究科８１５人 

医歯薬学総合研究科５６２人（６人）※

※（R8年度収容定員変更） 

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 １０

７人（１５人）※ 

グローバルヘルス研究院（１５人）※ 

グローバルリスク研究院（１０人）※※

（R8年度収容定員変更） 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 ８９４人 

博士後期課程 ２５６人（１９人） 

一貫制博士課程 ４１１人（６人） 

専門職学位課程      ５６人 

※（ ）内の人数は，研究科等連係課程

実施基本組織（グローバルヘルス研究院

）で活用する収容定員であり，熱帯医学

・グローバルヘルス研究科の収容定員の

内数として計算する。

※※（ ）内の人数は，研究科等連係課

程実施基本組織（グローバルリスク研究

院）で活用する収容定員であり，多文化

社会学研究科及び医歯薬学総合研究科の

収容定員の内数として計算する。 

77 

熊

本

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部 700人 

教育学部 880人 

法学部 860人【40人】 

理学部 800人【40人】 

医学部 1,257人 

薬学部 470人 

工学部 2,182人【160人】 

情報融合学環 【240人】 

【】は、学部等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

7,149人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

文学部 680人【20人】 

教育学部 780人（R8入学定員減） 

法学部 860人【60人】 

理学部 800人【60人】 

医学部 1,261人 

薬学部 470人 

工学部 2,282人【260人】（R8入学定員

増） 

情報融合学環 【240人】 

共創学環 【160人】（R8設置） 

【】は、学部等連係課程実施基本組織に

活用する収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

7,133人 
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78 

大

分

大

学 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 ６００人 

経済学部 １，１００人 

医学部 １，０２２人 

理工学部 １，６００人 

福祉健康科学部 ４００人 

（収容定員の総数） 

４，７２２人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

教育学部 ６００人 

経済学部 １，１００人 

医学部 １，０３２人 

理工学部  １，５９８人 

(Ｒ８編入学定員変更) 

福祉健康科学部 ４００人 

（収容定員の総数） 

４，７３０人 

80 

鹿

児

島

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法文学部  1,680人 

教育学部 770人 

理学部  740人 

医学部 1,150人 

歯学部 318人 

工学部  1,800人 

農学部  710人 

水産学部  560人 

共同獣医学部  300人 

（収容定員の総数） 

8,028人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科  74人 

教育学研究科  40人 

保健学研究科  62人 

理工学研究科  660人 

農林水産学研究科 202人 

医歯学総合研究科  230人 

臨床心理学研究科  30人 

共同獣医学研究科  30人 

（Ｒ７入学定員増） 

連合農学研究科   90人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 944人 

博士後期課程  174人 

一貫制博士課程  230人 

専門職学位課程  70人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

法文学部  1,680人 

教育学部 770人 

理学部  740人 

医学部 1,170人 

歯学部 318人 

工学部  1,800人 

農学部  710人 

水産学部  560人 

共同獣医学部  300人 

（収容定員の総数） 

8,048人 

研

究

科

等 

人文社会科学研究科  74人 

教育学研究科  40人 

保健学研究科  74人 

理工学研究科  660人 

農林水産学研究科 202人 

医歯学総合研究科  230人 

臨床心理学研究科  30人 

共同獣医学研究科  30人 

（Ｒ７入学定員増） 

連合農学研究科   90人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 956人 

博士後期課程  174人 

一貫制博士課程  230人 

専門職学位課程  70人 

82 

琉

球

大

学 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会学部  ８２０人 

国際地域創造学部 １，４２０人 

教育学部  ５６０人 

理学部 ８００人 

医学部 ９１２人 

工学部 １，４４０人 

農学部 ５７０人 

（収容定員の総数） 

６，５２２人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

学

部 

人文社会学部  ８２０人 

国際地域創造学部 １，４２０人 

教育学部  ５６０人 

理学部 ８００人 

医学部 ９２２人 

工学部 １，４４０人 

農学部 ５７０人 

（収容定員の総数） 

６，５３２人 
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91 

東

海

国

立

大

学

機

構 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

【岐阜大学】 

学

部 

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

社会システム経

営学環 

880人 

420人 

980人 

2,240人【80人】 

（R7収容定員増） 

880人【40人】 

【120人】 

【 】は、学部等連係課程

実施基本組織に活用す

る収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

5,400人 

【名古屋大学】 

学

部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

情報学部 

理学部 

医学部 

工学部 

農学部 

520 人 

280 人 

620 人 

840 人 

606 人 

（R7 収容定員増） 

1,080 人 

1,463 人 

2,780 人 

（R7 収容定員増） 

680 人 

（収容定員の総数） 

8,869 人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

【岐阜大学】 

学

部 

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

社会システム経営

学環 

880人 

420人 

955人 

2,240人【80人】 

（R7収容定員増） 

880人【40人】 

【120人】 

【 】は、学部等連係課程

実施基本組織に活用す

る収容定員を示す。 

（収容定員の総数） 

5,375人 

【名古屋大学】 

学

部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

情報学部 

理学部 

医学部 

工学部 

農学部 

520 人 

280 人 

620 人 

840 人 

606 人 

（R7 収容定員増） 

1,080 人 

1,457 人 

2,780 人 

（R7 収容定員増） 

680 人 

（収容定員の総数） 

8,863 人 

92 

北

海

道

国

立

大

学

機

構 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

【北見工業大学】 

研

究

科

等 

工学研究科 276人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 240人 

博士後期課程  36人 

別表１ 学部、研究科等及び収容定員 

【北見工業大学】 

研

究

科

等 

工学研究科 306人 

（収容定員の総数） 

博士前期課程 270人 

博士後期課程  36人 

93 

奈

良

国

立

大

学

機

構 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

【奈良女子大学】 

研

究

科

等 

人間文化総合科学研究科 510人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 396人 

博士後期課程      114人 

別表 学部、研究科等及び収容定員 

【奈良女子大学】 

研

究

科

等 

人間文化総合科学研究科 518人 

（収容定員の総数） 

修士課程・博士前期課程 404人 

博士後期課程      114人 
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○ 共同利用・共同研究拠点等の認定・改組等に伴う変更 ６法人

番
号

法

人

名 

変更内容 

変更理由 
変更前 変更案 

01 

北

海

道

大

学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

（略） （略） 

教育関

係共同

利用拠

点 

（略） 

自律的学習を促進する研修プログ

ラム開発拠点（大学院教育推進機構

（高等教育研修センター））

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

（略） （略） 

教育関

係共同

利用拠

点 

（略） 

自律的学習を促進する研修プログ

ラム開発拠点（教育イノベーション

機構（教育学修支援センター））

大学院教育

推進機構（高等

教育研修セン

ター）を廃止し

、教育イノベー

ション機構（教

育学修支援セ

ンター）を設置

したことに伴

う変更。

09 

岩

手

大

学 

別表２ 教育関係共同利用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

冷温帯林における自然資源管理教育・

災害復興再生教育・森林林業技術教育

共同利用拠点（農学部附属寒冷フィー

ルドサイエンス教育研究センター 御

明神演習林・滝沢演習林）

別表２ 教育関係共同利用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

冷温帯林における自然環境・地域資源

管理教育及び森林林業技術教育の共同

利用拠点（農学部附属寒冷フィールド

サイエンス教育研究センター 御明神

演習林・滝沢演習林）

教育関係共

同利用拠点の

再認定に係る

名称変更のた

め。 

10 

東

北

大

学 

別表2 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・

共同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

大学教育イノベーション人材開発

拠点（高度教養教育・学生支援機構） 

食と環境のつながりを学ぶ複合生

態フィールド教育拠点（川渡フィー

ルドセンター）

次世代の海洋人材を育む多様な海

洋生物学教育推進拠点（大学院生命

科学研究科附属浅虫海洋生物学教

育研究センター） 

別表2 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・共

同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

研究人材育成プログラム開発支援

拠点（高度教養教育・学生支援機構） 

食と環境のつながりを学ぶ複合生

態フィールド教育拠点（川渡フィー

ルドセンター）

海洋に関わる多様な人材育成推進

共同利用拠点（大学院生命科学研究

科附属浅虫海洋生物学教育研究セ

ンター）

令和７年度

での拠点認定

期間満了によ

る拠点の廃止

及び令和８年

度から新たに

認定を受けた

ことによる拠

点設置に係る

変更。 

16 

筑

波

大

学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

（略） （略） 

教育関

係共同

利用拠

点 

ナチュラルヒストリーに根ざした

山岳科学教育拠点（山岳科学セン

ター）

（新設） 

ダイバーシティ・エクイティ・イ

ンクルージョン人材教育拠点（ヒ

ューマンエンパワーメント推進

局）

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同

利用拠点 

（略） （略） 

教育関

係共同

利用拠

点 

ナチュラルヒストリーに根ざした

山岳科学教育拠点（山岳科学セン

ター）

日本語学習環境支援共同利用拠点

（グローバルコミュニケーション

教育センター） 

ダイバーシティ・エクイティ・イ

ンクルージョン人材教育拠点（ヒ

ューマンエンパワーメント推進

局）

令和８年度

から教育関係

共同利用拠点

に認定される

ことに伴う変

更。 

52 

京

都

大

学 

別表２ 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・

共同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

（省略） 

近未来の“農”を展望する『 食

とエネルギーを創るグリーンエネ

ルギーファーム 』教育拠点（大

学院農学研究科附属農場）＜令和

７年度末まで＞

別表２ 国際共同利用・共同研究拠点、共同利用・

共同研究拠点、教育関係共同利用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

（省略） 

資源循環型の“農”を展望する『

グリーンエネルギーファーム』教

育拠点（大学院農学研究科附属農

場）＜令和１２年度末まで＞ 

令和７年度

に行った継続

申請により、教

育関係共同利

用拠点として
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名 
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変更理由 
変更前 変更案 

黒潮海域における海洋生物の自然

史科学に関するフィールド教育共

同利用拠点（フィールド科学教育

研究センター海域ステーション瀬

戸臨海実験所）＜令和７年度末ま

で＞ 

日本海における水産学・水圏環境

学フィールド教育拠点（フィール

ド科学教育研究センター 舞鶴水

産実験所）＜令和７年度末まで＞ 

黒潮海域における海洋生物の自然

史科学に関するフィールド教育共

同利用拠点（フィールド科学教育

研究センター海域ステーション瀬

戸臨海実験所）＜令和１２年度末

まで＞ 

日本海における水産学・水圏環境

学フィールド教育拠点（フィール

ド科学教育研究センター 舞鶴水

産実験所）＜令和１２年度末まで

＞ 

の認定期間が

更新され、併せ

て拠点名が変

更となったた

め。 

令和７年度

に行った継続

申請により、教

育関係共同利

用拠点として

の認定期間が

更新されたた

め。 

令和７年度

に行った継続

申請により、教

育関係共同利

用拠点として

の認定期間が

更新されたた

め。 

65 

広

島

大

学 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

（略） 

・食料の生産環境と食の安全に配慮

した循環型酪農教育拠点（生物生

産学部附属農場）

（略） 

別表２ 共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利

用拠点 

教育関

係共同

利用拠

点 

（略） 

・食料の生産環境と食の安全に配慮

した循環型酪農教育拠点（酪農エ

コシステム技術開発センター）

（略） 

組織改編に

伴い令和７年

４月に拠点認

定施設の名称

が変更となっ

たため。 
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